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減
し
、
介
護
職
員
の
離
職
防
止
や
定
着
促
進
に
資
す

る
方
策
が
必
要
と
な
る
が
、
２
０
１
８
（
平
成
30
）

年
12
月
か
ら
議
論
を
開
始
し
た
厚
生
労
働
省
の
「
介

護
現
場
革
新
会
議
」
で
は
、
２
０
１
９
（
平
成
31
）

年
3
月
の
と
り
ま
と
め
で
、
①
人
手
不
足
の
な
か
で

も
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
維
持
・
向
上
を
実
現
す
る

す
る
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
モ
デ
ル
の
構
築
、②
ロ
ボ
ッ
ト
・

セ
ン
サ
ー
・
Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
活
用
、
③
介
護
業
界
の
イ
メ

ー
ジ
改
善
と
人
材
確
保
、
を
必
要
な
施
策
と
し
て
提

示
。
ま
た
、「
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
に
お
け
る
生
産

性
向
上
に
資
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」（
以
下
、
生
産

性
向
上
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
）
を
、
３
種
類
（
施
設
系
サ

ー
ビ
ス
向
け
、
居
宅
系
サ
ー
ビ
ス
向
け
、
医
療
系
サ

ー
ビ
ス
向
け
／
平
成
30
年
度
版
）
作
成
し
た

※1
。

　

２
０
１
９
（
令
和
元
）
年
度
は
、
介
護
現
場
革
新

会
議
の
基
本
方
針
を
踏
ま
え
た
取
り
組
み
を
モ
デ
ル

的
に
普
及
す
る
た
め
、
自
治
体
を
単
位
と
す
る
パ
イ

ロ
ッ
ト
事
業
を
７
自
治
体
（
宮
城
県
、
福
島
県
、
神

奈
川
県
、
三
重
県
、
熊
本
県
、
横
浜
市
、
北
九
州
市
）

で
実
施
。
２
０
２
０
（
令
和
２
）
～
２
０
２
１
（
令

和
３
）
年
度
に
は
、
介
護
現
場
の
生
産
性
向
上
に
関

す
る
全
国
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催
や
、
パ
イ
ロ
ッ
ト
事
業

を
全
国
展
開
す
る
た
め
の
①
都
道
府
県
等
版
「
介
護

現
場
革
新
会
議
」
の
開
催
、
②
地
域
の
モ
デ
ル
施
設

の
育
成
、
③
モ
デ
ル
施
設
が
地
域
の
生
産
性
向
上
の

取
り
組
み
の
伝
播
（
図
表
１
参
照
）
を
行
っ
た
。
こ

れ
ら
の
取
り
組
み
に
必
要
な
経
費
は
、
地
域
医
療
介

護
総
合
確
保
基
金
を
活
用
し
、
補
助
を
行
っ
て
い
る

（
図
表
２
参
照
）。

　

２
０
２
２（
令
和
４
）年
度
も
引
き
続
き
、こ
れ
ら

の
取
り
組
み
を
継
続
す
る
ほ
か
、
す
べ
て
の
都
道
府

県
で
「
介
護
現
場
革
新
会
議
」
が
開
催
さ
れ
、
こ
れ

に
基
づ
く
取
り
組
み
が
積
極
的
に
行
わ
れ
る
よ
う
、

地
域
医
療
介
護
総
合
確
保
基
金
に
よ
る

補
助
の
早
期
活
用
を

　

日
本
の
総
人
口
は
２
０
２
１
年
10
月
１
日
現
在
で

１
億
２
５
５
０
万
２
０
０
０
人
と
、
11
年
連
続
で
減

少
し
て
お
り
、
15
～
64
歳
の
「
生
産
年
齢
人
口
」
は

58
万
４
０
０
０
人
減
の
７
４
５
０
万
４
０
０
０
人

（
総
人
口
の
59
・
4
％
）
と
過
去
最
低
を
更
新
し
た
。

２
０
４
０
年
に
か
け
て
、
そ
の
傾
向
は
さ
ら
に
大
き

く
な
る
こ
と
が
予
測
さ
れ
て
い
る
。
高
齢
化
が
さ
ら

に
進
行
す
る
な
か
、
介
護
ニ
ー
ズ
の
急
増
と
多
様
化

に
対
応
す
る
必
要
が
あ
る
一
方
、
生
産
年
齢
の
介
護

人
材
の
確
保
が
困
難
な
状
況
は
続
く
こ
と
と
な
る
。

　

介
護
サ
ー
ビ
ス
の
持
続
可
能
性
を
高
め
る
に
は
、

業
務
を
効
率
的
に
進
め
る
こ
と
で
職
員
の
負
担
を
軽

※1…３種類の「介護サービス事業における生産性向上に資するガイドライン」は厚生労働省ホームページに掲載。それぞれ改訂版（種類により令和元年、２年、
４年度版）も出ている　https://www.mhlw.go.jp/stf/kaigo-seisansei.html

　介護人材不足が続くなか、現在在籍してい
る職員が働きやすい職場を作り、定着率をあ
げていくことは重要なポイントです。ICT機
器の導入等で業務の効率化を図り残業時間を
減らす、写真による手順書によりベテラン職
員以外でも的確に業務を行えるようにする、
リーダーの現場業務とマネジメント業務を切
り分けカバー体制を構築するなど、各地でさ
まざまな取り組みが行われていますが、実際
の事例をみながら、人材育成につながる業務
改善について考えます。

人
材
育
成
に
つ
な
が
る

業
務
改
善
と
は
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度
ま
で
の
時
限
措
置
（
予
定
）
で
あ
り
、
早
期
の
活

用
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

　

今
号
で
は
、
介
護
現
場
の
生
産
性
向
上
に
関
す
る

全
国
セ
ミ
ナ
ー
の
講
師
を
務
め
る
鎌
田
大
啓
氏
（
株

式
会
社
Ｔ
Ｒ
Ａ
Ｐ
Ｅ
代
表
取
締
役
・
大
阪
大
学
医
学

部
保
健
学
科
医
学
系
研
究
科
招
聘
教
員
）
に
セ
ミ
ナ

ー
の
様
子
や
事
業
者
へ
の
ア
ド
バ
イ
ス
を
、
実
際
に

業
務
改
善
に
取
り
組
み
続
け
て
い
る
社
会
福
祉
法
人

若
竹
大
寿
会
（
神
奈
川
県
）
に
取
り
組
み
の
経
緯
や

効
果
等
を
う
か
が
っ
た
。

厚
生
労
働
省
で
は

必
要
な
情
報
を
発

信
し
て
い
く
予
定

と
し
て
い
る
。

　

な
お
、
２
０
２

０
（
令
和
２
）
年

度
以
降
の
拡
充
し

た
補
助
内
容
に
つ

い
て
は
、
２
０
２

３
（
令
和
５
）
年
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■介護施設における業務フローの分析・仕分け
■地域の元気高齢者の活躍の場を創出
■ロボット・センサー・ICTの活用

①都道府県等版「介護現場革新会議」の開催
○都道府県等と関係団体、有識者などで構成する会議を
開催。

○地域の課題（人材不足等）を議論し、その解決に向け
た対応方針を策定。

②地域のモデル施設の育成
○①の会議において、業務効率化に取組むモデル施設を
選定し、その取組に必要な経費を助成。

○モデル施設において、業務コンサルタント等の第三者
を活用したタイムスタディ調査による業務の課題分析
を行った上で、介護ロボット・ICT等を活用し、業務効
率化の取組を実践。

③モデル施設が地域の生産性向上の取組を伝播
○②のモデル施設は都道府県等に取組の成果を報告し、
都道府県等は好事例として公表。

○モデル施設は、業務効率化に取組む地域の先進モデル
として、必要に応じて見学受入れやアドバイス支援等を
実施し、地域における生産性向上の取組を牽引する。

各地域の実情や地域資源を考慮しながら、当該地域内や他地域での好事例の展開や業界のイメージ改善を実践するとともに、先進的な取組を生産
性向上ガイドラインに反映（改訂）。

○業務改善の取組を７つに分類した手順書

■介護業界のイメージ改善

「介護現場革新会議」の基本方針のとりまとめ

パイロット事業の実施

＜自治体の主な取組＞

都道府県等が主体となる介護現場への全国展開
（パイロット事業の全国展開）

生産性向上ガイドラインの作成

守
り

攻
め

業
界
イ
メ
ー
ジ
刷
新

質
の
向
上

①業務仕分け

②元気高齢者 ③ロボット・
　センサー・ICT

入所者のケア 間接業務

ベッドメイキング、食事の
配膳、ケア記録の入力等

介護専門職が担う
べき業務に重点化

職場環境の改善 記録・報告様式の工夫
業務の明確化と役割分担 情報共有の工夫
手順書の作成
理念・行動指針の徹底

OJTの仕組みづくり

宮城県
協同組合を活用した
マネジメントモデル

福島県
介護オープンラボ
（産学官連携）

神奈川県
様々な介護ロボット・

ICTの活用

三重県
介護助手の効果的な
導入方法の検討

熊本県
介護職が語る言葉
からの魅力発信

横浜市

地域の
モデル施設

外国人介護人材への
支援

北九州市
介護ロボット・ICTを活用
した介護イノベーション

コンサル等 ロボット・ICT

平成
30
年度

令和
元
年度

令和
2
年度
〜

○ 介護ロボット導入支援事業

○ 介護事業所に対する業務改善支援事業

導入補助額
（１機器あたり）

補助上限台数

補助率

見守りセンサーの
導入に伴う通信環
境整備

○移乗支援、入浴支援　 上限100 万円
○上記以外 　　　　　　上限 30 万円

必要台数

上限750 万円
（対象経費）Wi-Fi 工事、インカム、見守りセンサー等の情報を介護記録
　　　　　　にシステム連動させるために必要な経費
（介護記録ソフト、バイタル測定が可能なウェアラブル端末等）

都道府県の裁量により以下のとおり設定
○一定の要件（※）を満たす事業所 　３／４を下限に設定
○上記以外　　　　　　　　　　　　 １／２を下限に設定
※導入計画書において、目標とする人員配置を明確にした上で、見守りセ

ンサーやインカム、介護記録ソフト等の複数の機器を導入し、職員の負
担軽減等を図りつつ、人員体制を効率化させる場合。

・タイムスタディ調査による業務の課題分析等を行うに当たり、コンサル等の第三者が支援するため
に必要な経費に対して補助を行う。

  【補助額】対象経費の1/2 以内（上限30 万円）
・都道府県での「介護現場革新会議」の開催にあたり必要と認められる経費に対して補助を行う。
　①介護現場革新会議の設置に伴う必要な経費
　②介護事業所の取組に必要な経費
  　（例：業務コンサルタントに係る費用や介護ロボット・ICT 機器等のハードウェア・ソフトウェ

アの導入費用（インカム、介護記録ソフトウェア、Wi-Fi 工事等に係る費用を含む。）
　③都道府県等が取組む介護の魅力発信や職員の定着支援等に要する必要な経費
  　【補助額】②については（１事業所あたり）対象経費の1/2 以内（上限500 万円）、
              　  ①③については必要な経費

●図表１　介護現場革新の取り組みについて

●図表２　�介護ロボット導入支援事業・業務改善支援事業の令和4年度の概要
（いずれも令和3年度と同じ）

内閣府規制改革推進会議　医療・介護ワーキンググループ（第４回／令和２年１月21日）資料1－ 2より（編集部により一部改変）

全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料（令和4年 3月　高齢者支援課）より
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